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１．事業目的 
 当事業所は介護保険法令に従い、利用者がその有する能力に応じて可能な限

り自立した日常生活を在宅で営むことが出来るよう適切な指定居宅介護支援を

提供します。 
 
２．運営方針 
 当事業所において提供する居宅介護支援事業は、介護保険法並びに下関市の

条例の趣旨及び内容に沿って次の通りとします。 
（１）利用者が要介護状態等になった場合においても可能な限り居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮し

て支援を行います。 
（２）利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択

に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが施設等の多様なニ

ーズを多様な事業者との連携により総合的かつ効果的に提供されるよう

配慮し努めます。 
（３）利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、提供される

サービス等が特定の種類、特定の事業者に不当に偏る事のないよう配慮し

努めます。 
 
 
３．事業者の概要 

法人名 特定非営利活動法人 宅老所あじさい 
所在地 山口県下関市豊浦町大字黒井１８０３番地 
電話番号 ０８３－７７４－１９０１ 
FAX 番号 ０８３－７７４－１９８１ 
代表者 松本みゆき 
設立年月日 平成１３年６月１日 

 
４．事業所の概要 

事業所名 あじさい居宅介護支援事業所 
事業所の種類 指定居宅介護支援事業所 
事業所番号 ３５７０１０３３７８ 
設立年月日 平成２０年７月１日 
指定年月日 平成２０年７月１日 
開設年月日 平成２０年７月１日 
所在地 山口県下関市豊浦町大字黒井１８０３番地 



電話番号 ０８３－７７４－１０２６ 
FAX 番号 ０８３－２２７－２８６５ 
管理者 長嶺 潤子 
通常の事業実施地域 下関市（離島・彦島を除く） 
営業日 月～金（下記の※印 休み） 

※土・日・祝日 
※年末・年始（１２月３１日～１月３日） 

営業時間 午前８時３０分～午後５時３０分まで 
 
５．従業者の概要 
１）職員の職種、員数及び職務内容 

 常 勤 

専 従 
常 勤

兼 務 
非常勤

専 従 
非常勤

兼 務 
業務内容 

管 理 者  １   事業所の従事者及び業務の管理 

介護支援

専 門 員 
１ １   

居宅サービス計画の作成・相談・給付管

理等 
６．サービスの利用方法の流れ 
（１）サービスの利用開始 

①お電話か当事業所来所によりお申込み下さい。当事業所職員がお伺いいた

します。 
  ②当事業所の居宅支援の概要についてご説明の上、契約書を取り交わしま

す。 
  ③「居宅サービス計画作成依頼届出書」を保険者に提出します。 

④担当させていただく介護支援専門員がご自宅を訪問し、ご利用者、ご家 

族の生活状況、住居環境、今後の在宅生活に関するご要望などについてお

話しを伺います。その際、要介護認定を受けておられる方は「介護保険証」

の提示してください。 
  ⑤介護支援専門員が、ご利用者の生活上の課題を分析の上、居宅サービス

計画の原案を作成し、ご本人・ご家族に説明し、ご了承を得ます。 
  ⑥介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けたサービス担当

者との会議（サービス担当者会議）を開催し専門的見地から意見を求め

ます。やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等

により意見を求めます。 
 
 



  ⑦居宅サービス計画の原案の内容について、利用者又はその家族に説明し、

利用者の文書同意を得ます。 
  ⑧居宅サービス計画を利用者と担当者に交付します。（医療サービスの利用

を希望している利用者について、主治の医師等の意見を求めた場合、居

宅サービス計画を作成し、主治医等にも交付します。） 
  ⑨居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業所等から個別サービス

計画の提出を求めます。 
  ⑩少なくとも１月に１回利用者の居宅に訪問し、利用者に面接してサービ

スの実施状況の把握、評価し、その結果を記録します。 
⑪担当介護支援専門員が、実際に提供された介護保険サービスについて、支

給限度もしくはあらかじめ取り決めておいた限度内に収まるよう、継続的

にその給付状況を管理いたします。 
  ⑫担当介護支援専門員は、ご利用者の要介護又は要支援の認定結果に変更

のあった場合、生活状況が変化した場合、サービス提供事業者の変更を

希望する場合などには、ご利用者、ご家族の申し出により、生活上の課

題の分析を再度行い、居宅サービス計画の修正・変更、入院又は入所施

設への紹介、その他の便宜の提供を行います。 
  ⑬主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師への利用者の服薬状況、口腔機

能その他の利用者の心身又は生活状況に係る情報提供を行います。 
  ⑭厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生活援助中心型）を位置付

けた場合の居宅サービス計画の届出を行います。 
 
（２）サービスの終了 
  ①ご利用者の都合でサービスを終了する場合、文書でお申し出ください。 
  ②当事業所の都合でサービスを終了する場合、人員不足等やむ得ない事情

により、サービスの提供を終了させていただく場合があります。その場合

は、終了１ヶ月前までに文書で通知すると共に、地域の他の居宅介護支援

事業所を紹介いたします。 
  ③以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたし

ます。 
   ア．ご利用者が介護保険施設等に入所した場合 
   イ．介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の要介護認定区分が

非該当（自立）又は要支援１・２と認定された場合 
   ウ．ご利用者自身が死亡された場合 
   エ．その他、ご利用者又はご家族が当事業所や当事業所の介護支援専門

員に対して、本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、



文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく

場合があります。 
 
７．サービス利用にあたって 
  （１）利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めるこ

とができます。 
  （２）利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等

の選定理由の説明を求めることができます。 
（３）介護支援専門員の変更をご希望される方はお申し出ください。 

  （４）調査（生活上の課題の分析）方法として、課題分析標準項目を網羅

した当法人独自の方式で行います。 
 
８．サービス利用料金及びその他の費用について 
   （１）居宅介護支援の利用料金は、法定代理受領により、当事業所に対

して介護保険給付が支払われる場合、利用者の自己負担はありませ

ん。ただし、介護保険料の滞納等により、保険給付が行われない場

合は１月につき、下記の金額をいただき、指定居宅介護提供書を発

行いたします。 
  ＊要介護１から２の方   １０，８６０円 
  ＊要介護３から５の方   １４，１１０円  
  ＊介護職員等処遇改善加算  利用料に２．１％を乗じた金額 
  ＊初回加算         ３，０００円 
     新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対して居宅介護支援を

行った場合。 
① 新規に居宅サービス計画を作成する場合 
② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作

成する場合 
      ③要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計

画を作成する場合 
    ＊通院時情報連携加算        ５００円／月 
     利用者が医師又は歯科医師の診療を受ける際に介護支援専門員が同

席し、医師又は歯科医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必

要な情報提供を行い、医師又は歯科医師等から利用者に関する必要

な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケアプラン）に記録

した場合、利用者１人につき１月１回の算定を行います。 
 



  ＊看取り期における適切な居宅介護支援の提供や医療と介護の連携を 
推進する観点から、居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利 

用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡に

よりサービス利用に至らなかった場合にモニタリングやサービス担当者

会議における検討等必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準

備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが

適当と認められるケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を行い

ます。 
＊入院時情報連携加算（Ⅰ）  ２，５００円 

     利用者が病院又は診療所に入院した日のうち（営業時間終了後又は

営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む）に、当該

病院又は診療所の職員に対して利用者に係る必要な情報（入院日以

前の情報を含む）を提供した場合算定を行います。 
  ＊入院時情報連携加算（Ⅱ）  ２，０００円 
     利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日（営業時間

終了後に入院した場合であった、入院日から起算して３日目が営業

日でない場合は、その翌日を含む）に、当該病院又は診療所の職員

にたいして利用者に係る必要な情報を提供した場合算定を行います。 
  ＊退院・退所加算（Ⅰ）イ   ４５００円 
     医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の

提供をカンファレンス以外の方法により１回受けていること。 
  ＊退院・退所加算（Ⅰ）ロ   ６０００円 
     医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の

提供をカンファレンスにより１回受けていること。 
  ＊退院・退所加算（Ⅱ）イ   ６０００円 
     医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の

提供をカンファレンス以外の方法により２回受けていること。 
  ＊退院・退所加算（Ⅱ）ロ   ７５００円 
     医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の

提供を２回受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。 
  ＊退院・退所加算（Ⅲ）    ９０００円 
     医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の

提供を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによる

こと。 
 
 



  ＊緊急時等居宅カンファレンス加算  ２，０００円／月 
     病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医師又は看護

師等と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い必要に応

じて、利用者に必要な居宅サービス又は地域密着型サービスの利用

に関する調整を行った場合、利用者１人につき１月に２回を限度に

算定を行います。 
  ＊同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント 
     利用者が居宅介護支援事業所と併設・隣接しているサービス付き高

齢者向け住宅等に入居している場合や、複数の利用者が同一建物に

入居している場合には、所定単位数の９５％の算定を行います。 
  ＊運営基準減算 
     運営基準に沿った、適切な居宅介護支援が提供できていない場合、

所定単位数の５０％の減算を行います。 
  ＊特定事業所集中減算 
     正当な理由なく、居宅介護支援事業所において前６月間に作成した

居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護、通所介護、福祉用具

貸与、又は地域密着型通所介護の提供総数のうち、同一の訪問介護

サービス等に係る事業者によって提供されたものの占める割合が８

０％を超えている場合、所定単位数から２００単位の減算を行いま

す。 
（２）通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護に要した交通費は、

その実費とします。なお、自動車を使用した場合は次の額とします。 
    通常の事業の実施地域を超えた地点から片道１キロメートル毎、

２０円（１キロメートル未満は切り捨て） 
   （３）ご利用者はいつでも契約を解約することができ、解約料金は一切

かかりません。 
９．個人情報の取り扱いについて（秘密保持） 
  （１）個人情報の収集は、居宅介護支援のサービス提供にあたって、利用

目的の範囲を説明し、同意を得た上で収集します。 
  （２）個人情報の使用は、同意を得た利用目的の達成に必要な範囲内にお

いて、適正に使用します。 
  （３）同意または依頼のない限り、個人情報を第三者に提供することはい

たしません。同意・依頼のもとで、個人情報の提供・預託を行う場

合においても、提供・預託先が適正に管理するよう監督いたします。 
  （４）個人情報を用いること及び必要な情報を収集することをこの契約を

もって承諾します。 



 
【個人情報を利用させていただく範囲】 

①あじさい居宅介護支援事業所による適切な居宅介護支援の提供のた

め 
②提供したサービスに関する請求業務などの介護保険事務のため 
③サービス提供にかかる利用開始・終了手続きなどの管理運営業務のた

め 
④居宅サービスの適切な提供のための、他の居宅サービス事業者との連

携（サービス担当者会議など）、照会への回答のため 
⑤住宅改修工事施工事業者との適切な回収工事の実行のため 
⑥緊急を要する場合の、医師や救急隊への連絡のため 
⑦ご家族に対するご本人の心身の状況や利用状況に関する報告のため 
⑧当事業所のサービスの、維持・改善に資する基礎資料（アンケート等）

の作成のため 
⑨当事業所で行われる職員研修における事例検討のため 
⑩当事業所で行われる学生等の実習教育のため 
⑪審査支払い機関（国保連）や保険者からの照会など、法令上応じるこ

とが義務付けられている事項のため 
⑫外部監査機関への情報提供のため 
⑬損害賠償保険・傷害保険等に係わる保険会社等への相談・届出のため 
⑭その他、特に目的を特定の上、同意を得て収集した個人情報について

は、その利用目的に沿う範囲 
 
 
 
 

１０．事故発生時の対応 
  （１）サービス提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者のご家

族、当該利用者に係わる居宅サービス事業者に連絡すると同時に、

必要な処置を講じます。 
  （２）サービス提供により、賠償すべき事故が生じた場合には速やかに損

害賠償を行います。ただし、事業者に故意過失がなかったことを証

明した場合は、この限りではありません。 
保険会社：あいおいニッセイ同和損保 

  （３）事故の状況及び事故に際して採った処置については記録を行い、２

年間保存するものとします。 



１１．サービスの内容に関する苦情 
 当事業所における要望・相談・苦情については、迅速かつ適切に対応します。

管理者または下記窓口までお申し出ください。 
苦情を受け付けた場合は内容を記録し、２年間保存します。 

（１）当事業者における相談・苦情担当窓口 
     苦情対応窓口：あじさい居宅介護支援事業所 
     電     話：０８３－７７４－１０２６ 
     苦情対応責任者：管理者  長嶺 潤子 
 
（２）その他 

【山口県国民健康保険団体連合会】 
     住 所：山口市朝田１９８０番地７ 国保会館 
     営 業 日：土・日・祝日・年末年始 休み 
     営 業 時 間：９：００～１７：００ 
     電 話：０８３－９９５－１０１０ 
     Ｆ Ａ Ｘ：０８３－９３４－３６６５ 
 
   【下関市福祉部介護保険課事業者係】 
     住 所：下関市南部町１番１号 下関市役所本庁舎西棟２階 
     営 業 日：土・日・祝日・年末年始 休み 
     営 業 時 間：８：３０～１７：１５ 

（このうち、窓口対応時間は９：００～１６：３０） 
     電 話：０８３－２３１－１３７１ 
     Ｆ Ａ Ｘ：０８３－２３１－２７４３ 
 
 
１２．感染症対策の強化 
 感染症の発生及びまん延等に関する取り組みの徹底を求める観点から、委員

会の開催・指針の整備・研修の実施・訓練（シミュレーション）の実施を行い

ます。 
また、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的

に提供できる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画等の算定、研修

の実施、訓練（シミュレーション）の実施を行います。 
業務継続計画の未実施の場合、所定単位数の１．０％の減算を行います。 
 
 



１３．高齢者虐待防止の強化 
 利用者の尊厳保持・人格尊重、虐待の未然の防止・早期発見等のため、委員

会の開催、指針の整備、担当者の設置、研修の実施を行います。 
 虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合は、

所定単位数の１．０％の減算を行います。 
（１）虐待を防止するため、従業者への研修を年２回以上の実施を行います。

また、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を行います。 
（２）虐待の防止のための対策を検討する委員会を年１回以上開催します。 
（３）虐待防止に係る責任者を選出します。 
     統括部長・管理者：長嶺 潤子 
 
１４．ハラスメント対策の強化 
 男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏

まえつつ、ハラスメント対策に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【事業者】 
     所 在 地：山口県下関市豊浦町大字黒井１８０３番地 
     法 人 名：特定非営利活動法人 宅老所あじさい 
     電 話 番 号：０８３－７７４－１９０１ 
     代表者役職・氏名：理事長   松本 みゆき 
 

【事業所】 
     所 在 地：山口県下関市豊浦町大字黒井１８０３番地 
     事 業 所 名：あじさい居宅介護支援事業所 
     電 話 番 号：０８３－７７４－１０２６ 
     管理者氏 名：長嶺 潤子 
私は、本書面に基づいて事業者からサービス内容ならびに重要事項の説明を

受け、居宅サービスの提供開始に同意し交付を受けました。 
 
 

令和  年  月  日 
【利用者】 

住所：                                  

 

氏名：                    ㊞  

 
【家族または親族】 

住所：                                  

 

氏名：                    ㊞  

 

続柄：              

 

 



利用契約書 
          （以下、「利用者」といいます。）と あじさい居宅介護支援事業所

（以下、「事業者」といいます。）は、事業者が利用者に対して行う居宅介護支

援事業について、次の通り契約します。 
 
第１条（契約の目的及び内容） 
 事業者は利用者に対し、介護保険法及びその他関係法令並びに本契約に従い、

利用者が可能な限りその居宅において有する能力に応じて自立した生活を営む

ことができるよう必要な居宅サービスが適正に利用できるよう、利用者の選択

に基づいて居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するとともに、当該計画に

基づいて適切な居宅サービスの提供が確保されるよう、サービス事業者等との

連絡調整その他の便宜を提供します。 
２．その他、居宅介護支援の内容の詳細は、別紙に記載のとおりとします。 
 
第２条（契約期間） 
  この契約の契約期間は、 

   年   月   日から     年   月   日 
の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

２．契約満了の５日前までに利用者から事業者に対して、通知することにより、

この契約を解約することができます、この場合、事業者は利用者に対し、文書

による確認を求めることができます。ただし、利用者の病状の急変、急な入院

などやむを得ない事情がある場合は、直ちに契約の解約をすることができます。 
３．契約の解約申し出がない場合、本契約は自動更新されるものとします。 
 
第３条（居宅介護支援の担当者） 
 事業者は居宅介護支援の担当者として、介護支援専門員（ケアマネジャー）

である職員を選任し、適切な居宅介護支援に努めます。 
２．事業者は、前項の担当者を選任し、又は変更する場合には利用者の状況と

その意向に配慮して行い、事業者側の事情により担当者を変更する場合には、

あらかじめ利用者と協議します。 
３．事業者は、担当者に対し専門職として常に利用者の立場に立ち、誠意をも

ってその職務を遂行するよう指導するとともに、必要な対応を行います。 
 
 
 



第４条（居宅サービス計画の変更等） 
 事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合には、速やかに

居宅サービス計画を変更するとともに、これに基づき居宅サービスが円滑に提

供されるようサービス事業者等への連絡調整を行います。 
２．事業者は、利用者が居宅サービス計画の範囲内でサービス内容等の変更を

希望する場合には、速やかにサービス事業者への連絡調整等を行います。 
３．事業者は、利用者が希望するサービスを提供する事業所の選択については、

利用者又は家族の希望を踏まえつつ公正中立に選定又は推薦します。 
 
第５条（サービス提供の記録等） 
 事業者は、定期的に居宅サービス計画に記載したサービス提供の目標等の達

成状況等を評価し、その結果を書面に記載します。 
２．事業者は、居宅サービス計画において記載した記録等の書面を、書類完了

日より２年間保存します。利用者の求めに応じて閲覧に供し、又は実費負担に

よりその写しを交付します。 
 
第６条（利用者の解約等） 
 利用者は、少なくとも１週間前までに事業者に予告することにより、いつで

も、この契約を解約することが出来ます。 
２．利用者は、事業者が定められたサービスを提供しなかった場合、その他こ

の契約に違反した場合には、直ちにこの契約を解約することが出来ます。 
 
第７条（事業者の解除） 
 事業者は、利用者の著しい不信行為により、この契約を継続することが困難

となった場合には、その理由を記載した文書を交付することにより、この契約

を解除することができます。 
 
第８条（契約の終了） 
 利用者が介護保険施設等に入所し、又は要支援と認定された場合、若しくは

要介護認定が受けられなかったこと等により、相当期間以上にわたり、この契

約が目的とするサービスの利用が困難となった場合には、この契約は終了する

ものとします。この場合には、事業者は利用者に対し速やかにその旨を通知す

るものとします。 
２．事業者は、この契約が終了する場合で必要があると認められるときは、利

用者が指定する他の居宅介護支援事業者等への関係記録の写しの引き継ぎ、介

護保険サービスの利用に係わる市町村等への連絡等の調整を行うものとします。 



第９条（天災等不可抗力） 
 本契約の期間中、天災その他事業者の責めにかえすべからずる事由により、

居宅介護支援の実施が出来なくなった場合には、事業者は利用者に対して、居

宅介護支援を提供すべき義務を負いません。 
 
第１０条（事故時の対応） 
 事業者は、居宅介護支援の実施に際して利用者のケガや体調の急変があった

場合には、主治医や利用者の家族への連絡、その他適切な処置を迅速に行いま

す。 
２．事業者は、居宅介護支援の実施にあたって利用者の生命・身体・財産に損

害を与えた場合には、その損害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失

によらないときは、この限りではありません。 
 
第１１条（秘密保持） 
 事業者（介護支援専門員及び従業者の退職後を含む）は、事務上知り得た利

用者及びその家族に関する秘密については、利用者又は第三者の生命、身体等

に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中及び契約終了後、

第三者に漏らすことはありません。 
２．事業者は、あらかじめ文書により利用者の同意を得た場合には、利用者に

サービスを提供するサービス事業者との連絡調整その他必要な範囲内で、同意

した者の個人情報を用いることが出来るものとします。 
 
第１２条（苦情対応） 
 利用者は、提供された居宅介護支援に関して苦情がある場合又は事業者が作

成した居宅サービス計画に基づいて提供された居宅サービスに苦情がある場合

には、事業者、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を

申し出ることができます。 
２．事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにし、苦情の申

し出又は相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。 
３．事業者は、利用者が苦情申し出等を行ったことを理由として何らの不利益

な取扱いもいたしません。 
 
第１３条（第三者機関の仲介） 
 利用者又はその家族及び事業者、双方の協議によっても解決が困難な事態が

生じた場合には、利用者又はその家族及び事業者は、行政その他の第三者機関

を仲介させ、誠意をもってその解決に努めるものとします。 



第１４条（合意管轄） 
 利用者又はその家族と事業者は、本契約に関してやむを得ず控訴となる場合

は利用者の所在地を管轄する裁判所を第一審の管轄裁判所とすることをあらか

じめ合意します。 
 
第１５条（契約外の事項） 
 この契約及び介護保険法等の関係法令で定められていない事項については、

関係法令の趣旨を尊重して、利用者と事業者の協議により定めます。 
 
第１６条（善管注意義務） 
 事業者及び担当介護支援専門員は、法令を遵守し善良なる管理者の注意をも

って業務を遂行します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 上記の契約を証する為に、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名押印の

上、１通ずつ保有するものとします。 
 
 
令和  年  月  日 

【利用者】 

住所：                                  

 

氏名：                    ㊞  

 
【家族または親族】 

住所：                                  

 

氏名：                    ㊞  

 

続柄：              

 
 
【事業者】 

所在地   山口県下関市豊浦町黒井１８０３番地 
名 称   特定非営利活動法人 宅老所あじさい 
代表者名  理事長   松本 みゆき 

 
  【事業所】 
       所在地   山口県下関市豊浦町大字黒井１８０３番地 
       名 称   あじさい居宅介護支援事業所 
       管理者   長嶺 潤子 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 


